
背
景
に
安
全
保
障
上
の
脅
威 

対
中
措
置
を
強
め
る
米
国 

中
国
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
リ
ス
ク
の 

共
有
・
対
応
を 

  

米
国
が
中
国
製
品
へ
の
追
加
関
税
を
発
動
し

た
背
景
に
は
、
安
全
保
障
上
へ
脅
威
が
あ
り
ま

す
。
す
で
に
２
０
０
０
年
頃
か
ら
中
国
の
通
信

機
器
メ
ー
カ
ー
・
Ｈ
ｕ
ａ
ｗ
ｅ
ｉ
に
よ
る
反
米

的
国
家
へ
の
輸
出
規
制
違
反
、
Ｚ
Ｔ
Ｅ
に
よ
る

ス
パ
イ
行
為
や
サ
イ
バ
ー
攻
撃
の
た
め
の
イ
ン

フ
ラ
構
築
、
と
い
っ
た
疑
い
が
強
く
も
た
れ
て

い
ま
し
た
。 

ま
た
、
中
国
政
府
は
２
０
１
７
年
６
月
に
サ

イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
法
を
施
行
し
、
個
人
情

報
及
び
重
要
デ
ー
タ
の
国
内
保
存
と
国
外
移
転

規
制
を
定
め
た
他
、
昨
年
３
月
に
決
定
さ
れ
た

「
軍
民
融
合
戦
略
要
綱
」
で
は
軍
民
の
高
度
先

端
技
術
の
共
有
と
相
互
移
転
を
促
進
す
る
こ
と

が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。 

こ
う
し
た
状
況
を
受
け
、
ペ
ン
ス
米
副
大
統

領
が
昨
年
10
月
に
行
っ
た
対
中
国
政
策
に
関

す
る
重
要
演
説
で
は
、
不
適
切
な
貿
易
慣
行
・

関
税
・
輸
入
枠
、
技
術
の
強
制
移
転
、
知
的
財

産
権
侵
害
な
ど
中
国
が
自
由
・
公
正
な
貿
易
と

は
相
容
れ
な
い
行
動
を
と
っ
て
い
る
と
強
く
非

難
し
て
い
ま
す
。 

   

米
国
は
年
間
で
約
５
０
０
０
億
ド
ル
分
を
中

国
か
ら
輸
入
し
て
い
ま
す
が
、
第
１
弾
と
第
２

弾
で
は
合
計
５
０
０
億
ド
ル
分
に
25
％
の
追

加
関
税
を
、
昨
年
９
月
の
第
３
弾
で
は
約
２
０

０
０
億
ド
ル
の
追
加
関
税
を
課
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
昨
年
８
月
に
成
立
し
た
国
防
権
限
法
２

０
１
９
で
は
、
先
端
技
術
の
輸
出
管
理
強
化
や

技
術
流
出
を
防
ぐ
た
め
の
対
米
投
資
規
制
強
化
、

特
定
中
国
企
業
の
政
府
調
達
の
排
除
な
ど
、
広

範
な
技
術
管
理
の
強
化
策
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し

た
（
図
表
）
。 

                  

さ
ら
に
、
今
年
の
５
月
に
は
ト
ラ
ン
プ
米
大

統
領
が
米
企
業
が
安
全
保
障
上
の
脅
威
が
あ
る

外
国
企
業
か
ら
通
信
機
器
を
調
達
す
る
こ
と
を

禁
止
す
る
大
統
領
令
に
署
名
し
ま
し
た
。 

同
時

に
、
Ｈ
ｕ
ａ
ｗ
ｅ
ｉ
と
そ
の
関
連
企
業
68
社
が
、

米
商
務
省
産
業
安
全
保
障
局
が
作
成
す
る
「
懸

念
先
リ
ス
ト
（
Ｅ
ｎ
ｔ
ｉ
ｔ
ｙ 

Ｌ
ｉ
ｓ
ｔ
）
」

（
＊
）

に
掲
載
さ
れ
、
米
製
ハ
イ
テ
ク
部
品
や
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
の
供
給
を
事
実
上
禁
止
す
る
措
置

が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。 

＊
米
国
に
よ
る
経
済
制
裁
（
汎
用
品
輸
出
規
制
）
に
は
４
つ
の
ス
テ

ッ
プ
が
あ
り
、
Ｅ
ｎ
ｔ
ｉ
ｔ
ｙ 

Ｌ
ｉ
ｓ
ｔ
は
第
２
ス
テ
ッ
プ
に

当
た
る
。
リ
ス
ト
の
詳
細
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今
回
の
米
中
貿
易
摩
擦
は
単
な
る
貿
易
戦
争

で
は
な
く
、
経
済
体
制
や
安
全
保
障
、
イ
デ
オ

ロ
ギ
ー
を
含
め
た
全
面
的
な
「
米
中
新
冷
戦
」

の
開
始
を
告
げ
る
も
の
と
受
け
止
め
ら
れ
て
お

り
、
米
中
貿
易
摩
擦
の
長
期
化
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
日
本
の
製
造
業
も
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

見
直
し
や
、
製
品
開
発
へ
の
影
響
を
把
握
し
、

今
後
、
中
国
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
に
波
及
す
る
リ
ス

ク
を
労
使
で
共
有
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

電
機
産
業
で
は
、
昨
年
末
か
ら
生
産
調
整
や

一
時
帰
休
・
休
業
な
ど
が
実
施
さ
れ
て
い
る
企

業
も
あ
り
ま
す
。
労
働
組
合
と
し
て
も
、
雇
用

全
般
の
情
勢
に
関
す
る
認
識
を
共
有
し
、
迅
速

か
つ
的
確
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。 

電
機
連
合
で
は
、
情
報
と
認
識
の
共
有
化
、

支
援
体
制
の
整
備
な
ど
従
来
以
上
に
各
組
合
と

電
機
連
合
本
部
・
地
協
の
連
携
強
化
が
必
要
で

あ
る
と
の
認
識
か
ら
、
６
月
に
「
緊
急
雇
用
対

策
本
部
」
を
設
置
し
ま
し
た
（
＊
）
。
今
後
、
電

機
産
業
と
し
て
具
体
的
な
対
応
に
あ
た
っ
て
い

き
ま
す
。 

＊
詳
細
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米中貿易摩擦が激化 

 中国とのビジネスリスクの共有・対応を 

米中の貿易摩擦が激しさを増しています。米国は昨年７月以降、３回にわたり中国からの輸入品目に対

して追加関税を発動し、中国も報復関税措置をとるなど、まさに「米中新冷戦」の様相を呈しています。こ

うした貿易摩擦が長引けば、日本の製造業へも大きな影響が及ぶと考えられ、迅速かつ的確な対応が

必要です。                                    電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.９９（２０１９.６） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

■図表：国防権限法 2019 の内容 

先端技術

の輸出管

理強化 

・AI、マイクロプロセッサなど14分野が対象 

・米国内の共同研究成果の国外持出し厳格管理 

・米国産技術製品の日本から再輸出の厳格管理 

・エンジニア、研究者間の技術供与の制限 

対米投資

規制強化

・中国を念頭に体内投資管理強化 

・特別懸念国と事業内容や米国技術の流出などを

厳格審査 

特定中国

企業の政

府調達の

排除 

・Hikvision、Dahua、Hytera、Huawei、ZTEが対象 

・対象企業の製品・サービスの調達禁止（直接） 

・対象企業の製品・サービスを使用して製造した

製品・サービスの調達禁止（間接） 

 


